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１．はじめに 

 日本の地方都市において，自動車の普及による郊

外化が進行する一方で，人口減少・高齢化といった

問題が存在し，拡散した居住者の生活を支える行政

等のサービス提供が困難となっている (国土交通

省,2015)．こうした諸問題における解決策の一つと

して，都市内部の人口を集約化し，アクセシビリテ

ィを向上させることが挙げられる． 

2014 年に発表された国土交通省の「国土のグラン

ドデザイン 2050」では，都市内において中心拠点の

他に周辺拠点を数ヶ所整備し集約の核とする多極ネ

ットワーク型コンパクトシティについての言及があ

る．このような複数箇所の拠点を整備する都市政策

において，拠点間を結ぶ手段として都市内公共交通

は大きな役割を果たすことになると考えられる．ま

た，大庭ほか(2012)では，コンパクトな都市構造を実

現する上で公共交通を活用することが重要であると

述べられており，これを前提に定量的な数値シミュ

レーションを行っている．以上のことから，今後の

地方都市の在り方について考えるうえで都市交通網

の役割を検討することは重要であると考えられる． 

 しかし，コンパクトシティが政策として打ち出さ

れている日本の諸都市において成功例は少なく，既

に車中心の社会となってしまっている地方都市にお

いて公共交通網を活用する多核型コンパクトシティ

が本当に適しているかについては疑問の余地が残る． 

 こうしたなか，都市のコンパクト化について研究

した論文も多く蓄積されている．藤岡ほか(2019)で

は，仮想的な都市において雇用地や商業地の集約化

を行った場合の居住地の変化を，エージェントベー

スドモデルを用いて検証している．また，牧野ほか

(2009)では，福井市を対象地域として郊外大型店舗

立地の有無においてコンパクトシティ政策(鉄道サ

ービス向上，CBD の容積率緩和，パークアンドライ

ド)の効果を比較している．しかし，これらの研究で

は，シミュレーションにおいて公共交通網が考慮さ

れていない，または考慮されていたとしても既存の

ものに留まっている．また，藤岡ほか(2019)の研究に

は 1 つのセルにおける複数世帯居住，つまりマンシ

ョンなどの集合住宅が考慮できないモデルであると

いう課題が存在する．さらに，都市交通網の導入時

期と都市圏の形成時期の前後関係が都市構造に及ぼ

す影響について言及している既往研究は無い． 

 以上を踏まえて，本研究では，公共交通網の有無・

形状・導入時期が都市構造に及ぼす影響について分

析・考察を行うことを目的とする．具体的には，仮

想的な都市において 250m メッシュ程度のセルごと

に雇用・人口を設定し，空間的相互作用モデル(Clarke 
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& Wilson,1985)を用いて雇用・人口分布の均衡解を求

める．故に，本モデルでは一つのセルにおける複数

世帯居住を考慮できる．また，シミュレーションの

変数として既存及び仮想的な交通網を導入すること，

そして雇用・人口分布の初期条件を変更してシミュ

レーションを行うことで都市内部の公共交通網が都

市構造に与える影響について検討する． 

 

２．研究手法 

2.1. 分析手順の概略 

 仮想都市におけるセルをエージェントとみなし、

セルがその雇用と人口を需要に応じて変化させるシ

ミュレーションを行う。与えられた雇用・人口の初

期値から，空間的相互作用モデルによる繰り返し計

算を行い，雇用・人口分布の均衡状態を導出する．

なお，用いた計算式は Clarke & Wilson (1985)を応用

したものであり，以下に示す通りである．初期条件

や公共交通網の形状(式中の距離行列)を変えてシミ

ュレーションを行い，結果を比較する． 

 

2.2. 対象地域 

 都市域を 5km 四方程度と仮定し，21×21 セルの

仮想都市を対象地域とした．なお，1 セルを 250m 四

方程度(5 次メッシュ相当)とした．メッシュ毎に雇用

及び人口を与え，2．3．以降で述べる手順に従って

均衡状態を求め，条件を変えて比較した． 

 

2.3. 地域間の通勤者数 

 空間的相互作用モデルによれば，居住地 i の労働

者が従業地 j に通勤する量𝑇𝑖𝑗は次のように表現でき

る． 

 𝑇𝑖𝑗 =
𝑃𝑖𝑊𝑗

𝛼exp(−𝛽𝑐𝑖𝑗)

∑ 𝑊𝑘
𝛼exp(−𝛽𝑐𝑖𝑘)𝑘

・・・(1) 

ただし，𝑊𝑗 ：j における雇用，𝑃𝑖：i における人口，

𝑐𝑖𝑗：ij 間のコスト距離，， β：パラメータ 

 

2.4. 雇用分布モデル 

各セルの雇用は，その地点での通勤者数と一致す

るまで増加または減少する． 

従業地 jにおける総ての発地からの通勤者数𝐷𝑗は，

次の通りである． 

 𝐷𝑗 = ∑ 𝑇𝑖𝑗 = ∑
𝑃𝑖𝑊𝑗

𝛼exp(−𝛽𝑐𝑖𝑗)

∑ 𝑊𝑘
𝛼exp(−𝛽𝑐𝑖𝑘)𝑘

𝑖𝑖 ・・・(2) 

従業地 j における新たな雇用𝑊′𝑗は，通勤者数と雇用

が均衡するまで成長すると仮定する． 

𝑊′𝑗 = 𝑊𝑗 + (𝐷𝑗 −𝑊𝑗)・・・(3) 

ここで，均衡条件は次のとおりである． 

 𝐷𝑗 = 𝑊𝑗 ⇔ ∑
𝑒𝑖𝑃𝑖𝑊𝑗

𝛼exp(−𝛽𝑐𝑖𝑗)

∑ 𝑊𝑘
𝛼exp(−𝛽𝑐𝑖𝑘)𝑘

𝑖 = 𝑊𝑗・・・(4) 

2.5. 人口分布モデル 

 人口分布は雇用へのアクセシビリティによって決

まる．つまり，都市全体で新たに発生した雇用から

生じる人口𝑃𝑖 ′は，次のように示される． 

 𝑃𝑖 ′ =
(∑ 𝑊𝑘

𝛼 exp(−𝛽𝑐𝑖𝑘)𝑘 )𝛽
′

∑ (∑ 𝑊𝑘
𝛼 exp(−𝛽𝑐𝑖𝑘)𝑘 )𝛽

′
𝑖

× ∑ 𝑃𝑖𝑖 ・・・(5) 

 ただし，𝛽′：パラメータ 

 

以上，新たに求めた𝑊′𝑗，𝑃𝑖 ′を(1)式に代入して均衡

条件 (4) が満たされるまで繰り返し計算を行った． 

 

2.6. パラメータ項の調整 

 前述の式(1)~(5)について，パラメータ項を調整し

た．なお，α，βについては Clarke & Wilson(1985)の

パラメータによる空間構造の変化を参考にした． 

 

2.7. コスト距離の計算 

 公共交通網を考慮した分析を行うため，各セル間

の移動について自家用車を利用した場合と公共交通

を利用した場合の 2 通りについて考え，それぞれ時

間距離行列を作成した．その後両者を比較し，時間

が短い方を式(1)のコスト距離行列として用いた． 

 まず，自家用車を利用する場合について仮想都市

内を 40km/h で任意の点から任意の点まで移動する

ことができると仮定し，時間距離行列を作成した．

また，自動車所有には購入費用や駐車場代といった

固定費用が必要であるため，作成した距離行列の要

素一つ一つに定数を加え，これを自家用車における

時間距離行列とした． 

 次に，公共交通を利用する場合について，公共交

通網上を 40km/h，それ以外の場所を 4km/h (徒歩を

想定)で移動すると仮定し，ArcGIS の「コスト距離」

ツールを用いて時間距離行列を作成した．なお，本

研究では単純化のため公共交通網上に駅を想定せず，

任意の地点で公共交通網に乗車・下車できるものと

した． 

 

３．シミュレーションの条件 

3.1. 雇用分布・人口分布の初期条件 

 初期雇用分布・人口分布として次の 3 通りの条件

にてシミュレーションを行った．(図 1 参照) 

・初期条件 A：雇用，人口ともに各セル 100 人の一

様な分布 

・初期条件 B：単一の CBDを想定し，中心部に雇用

が集中し，人口は一様である分布 

・初期条件 C：セルごとに 1～200 人の雇用及び人口

をそれぞれランダムに与えた分布 
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上記それぞれについてシミュレーションの結果を比

較した．なお，図 1 では初期条件 C を省略した． 

 

3.2. パラメータ項の条件 

前述の式(1)~(6)について，用いたパラメータの値は

次の通りである． 

α=1.1  β= 5.0  β’=0.80 

 

3.3. 公共交通網の条件 

公共交通網の条件として以下の 3 通りにおいてシ

ミュレーションを行った．(図 2 参照) 

・条件 X：公共交通網が存在しない場合 

・条件 Y：仮想都市内を東西及び南北に貫く公共交

通網が存在する場合 

上記それぞれについてシミュレーションの結果を比

較した．  

また，公共交通網の導入時期について考察するた

め，シミュレーション開始時から公共交通網を導入

する場合と，雇用・人口分布が均衡状態になってか

ら公共交通網を導入する場合の 2 通りについてシミ

ュレーションを行い，結果を比較した． 

 

初期条件 A 

  
 初期条件 B 

  
図 1 雇用分布(左)・人口分布(右)の初期条件 

 

     

図 2 公共交通網の条件 (条件 Y) 

 

４．結果 

4.1. 初期条件と公共交通網の有無について  

 初期雇用・人口が一様分布(A)と単一 CBD(B)の各

場合において，都市を東西・南北に貫く公共交通が

存在しない場合と存在する場合について繰り返し計

算を 1000 回行った結果，図 3・4 が得られた． 

公共交通網がない場合においては初期条件により雇

用・人口分布の違いがみられ，初期条件が一様分布

(A)である場合には単一 CBD 型(B)に比べて分散傾

向がみられた．一方で，公共交通網を導入した場合

については，いずれの初期条件においても雇用・人

口が集約され，公共交通沿線に人口が多く分布する

傾向がみられた． 

 

交通条件 X(公共交通なし) 

 
交通条件 Y(公共交通あり) 

 
図 3 初期条件 A における 1000 回計算後の結果 

上：交通条件 X 下：交通条件 Y  

 

 交通条件 X(公共交通なし) 

 
 交通条件 Y(公共交通あり) 

 
図 4 初期条件 B における 1000 回計算後の結果 

上：交通条件 X 下：交通条件 Y  

 

雇用 

雇用 

人口 

人口 

人口 

人口 

人口 

人口 

雇用 

雇用 

雇用 

雇用 
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4.2. 公共交通網の導入時期について 

 3.1.の(A)，(B)の初期条件において，公共交通網な

しで 500 回繰り返し計算後に仮想都市内を東西・南

北に貫く公共交通網を導入して 500 回繰り返し計算

した結果，図 5 が得られた． 

 初期条件が一様分布(A)である場合，ある程度均衡

した状態で公共交通網を導入してもあまり人口が公

共交通沿線に集約されなかった．一方で，初期条件

が単一 CBD 型(B)である場合，途中から公共交通網

を導入しても公共交通沿線に人口が集約された． 

 

 初期条件 A 

 
 初期条件 B 

 
図 5 公共交通網なし(交通条件 X)で 500 回計算→

公共交通網(交通条件 Y)を導入して 500 回計算した

結果  

上：初期条件 A 下：初期条件 B  

 

５．考察 

5.1. 初期条件と公共交通網の形状について  

まず，公共交通網が存在しない場合，雇用・人口

分布の初期条件により均衡状態(本論文では 1000 回

計算後，としているがほぼ均衡しているとみなせる)

が変化することから，都市の発達の初期過程により

その後の都市構造が変化することが推測される．ま

た，公共交通網が都市の発達段階初期から存在する

場合，初期条件に関わらず雇用が集約され，人口は

公共交通の沿線に立地する傾向がみられる． 

これらのことから，一般的に都市発展の比較的初

期の段階で公共交通網を導入することで，公共交通

沿線を主体とした集約的な都市構造を達成できる可

能性があると述べることができる． 

 

5.2. 公共交通網の導入時期について 

 公共交通網が存在しない都市においてある程度都

市構造が均衡したのちに公共交通網を導入した際，

初期雇用・人口分布によっては人口の集約化が十分

になされない場合があった．具体的には，発展が分

散傾向である都市においては，公共交通導入後に公

共交通沿線への人口移動があまり見られなかった． 

 このことから，分散傾向の都市において，公共交

通網新設による集約化は必ずしも迅速には達成され

ないと言える．よって，コンパクト化施策を進めて

いく上でその効果について検証することが必要であ

り，場合によっては公共交通網の施策と人口・拠点

集約化など他の施策を組み合わせるなどその都市の

実情に合った方向性を持つことが重要であると考え

られる． 

 

６．おわりに 

 本研究では，公共交通の有無とその導入時の都市

構造が，その後の都市構造に与える影響について検

討した．シミュレーションの結果から，次の 2点が

存在する可能性がわかった． 

・都市の発達段階初期において公共交通網を導入す

ることで，公共交通沿線を主体とした集約的な都

市構造を達成できる． 

・分散化した都市において公共交通網を後から導入

した場合，集約化が起きない場合が存在する． 

したがって，コンパクト化施策の一環として公共交

通を整備する際には，その地域の実情を踏まえた包

括的な検討が必要だと考えられる． 

 ただし，本研究で用いたモデルが日本の地方都市

に適用できるか未検証であり，また使用したパラメ

ータも現実のデータによってキャリブレートする必

要がある．今後の研究課題として，250m メッシュ統

計等を用いてモデルを検証および改良する予定であ

る． 
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